(別添様式１)
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：防災費　目：防災総務費
	事業名:震災対策検証委員会運営費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
知事直轄　危機管理部門　危機管理課　危機管理担当　電話番号：058-272-1111（内2415）　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　E-mail：c11117@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：761千円（前年度予算額：0千円）
	事業内容


	１　事業の内容


平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災では、東北から関東にかけて未曾有の被害をもたらす結果となった。
県では、この震災により明らかになった防災上の諸課題を洗い出し、岐阜県で大規模震災が発生した場合を想定し、防災に関する諸計画が適切であるかどうか、また、新たな改善点はないか総点検を行うことを目的とし、第三者委員会である震災対策検証委員会を開催（分科会も別途開催）し、岐阜県に対し提言を行ったところである。
　提言を受け、県では「東海・東南海・南海地震等被害想定調査」及び「放射性物質拡散想定図の作成」を行うこととしているが、これらの結果が出た後、検証委員会（各分科会）を改めて開催し、同結果を踏まえた形で県に対して意見をいただくこととし、意見内容を県の防災体制・防災政策に反映させ、災害に強い岐阜県づくりを推進する。
　○委員
  　　杉戸真太岐阜大教授（委員長）、大学教授３名他　各界有識者　計３４名
　○委員会開催予定　７月以降２回開催
　○設置する分科会（いずれも１回開催予定）
　　　①医療分科会（委員１１名）　
　　　②広域受援分科会（委員８名）

　　　③耐震化分科会（委員６名、オブザーバー２名）
　　　
	２　所要経費


・報償費  　　　　557千円
　　・費用弁償 　　　  64千円
    ・消耗品費　　　　 80千円
　　・役務費　　 　　　50千円
    ・会議費     　　　10千円
　　     　　　  計　 761千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ 安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり

６ 社会資本の安全性が高く、災害への備えが整った地域をつくる

	２　これまでの取組状況


○検証委員会開催実績（平成２３年度）
　 ・第１回検証委員会　５月１８日　
 　・第２回検証委員会　５月２５日
 　・第３回検証委員会　６月２０日　
 　・第４回検証委員会　７月２７日
○分科会開催実績　（平成２３年度）
 　・第１回広域受援分科会　５月２５日　
 　・第１回災害医療分科会　５月３１日　
 　・第１回耐震化分科会　　６月　３日　
 　・第１回原子力分科会　　６月　６日　
　 ・第２回耐震化分科会　　６月１３日　
　 ・第２回災害医療分科会　６月１７日
　 ・第２回原子力分科会　　７月１５日
○県へ報告書提出　８月３日

	３　これまでの取組に対する評価


　検証委員会からの１１０項目にわたる提言を受け、地震被害想定調査の見直しや放射性物質拡散想定図の作成などを２３年度９月補正予算に計上した他、「岐阜県地域防災計画」や「岐阜県地震防災行動計画」等の防災関連計画の見直しを行った。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	761
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	761

	決定額
	761
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	761


